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（１）1982 年被害者及び証人保護法（Victim and Witness Protection Act of 1982）




































刑訴法第 316 条 35 は検察官の権限行使に関して、被害者参加人に意見を述べることを
許している。また、被害者は告訴権者とされている。


















（２） 　宇川春彦「司法取引を考える（１）」判例時報 1538 号 40 頁（1997）
（３） 　川出敏裕「司法取引と刑事訴訟法の諸原則」刑法雑誌 50 巻３号４頁（2010）




の議論をめぐって」刑法雑誌 54 巻１号 129 頁以下（2014）、安原浩「司法取引とアレ
インメント」法学セミナー 565 号 84 頁（2002）等。
（６） 　宇川春彦「米国における司法取引」刑法雑誌 50 巻３号 25 頁以下（2010）、田中利彦
「英米の刑事裁判と合意手続・司法取引」刑事法ジャーナル 22 号 15 頁以下（2010）、
池田公博「ドイツの刑事裁判と合意手続」刑事法ジャーナル 22 号 23 頁以下（2010）、




























（11） 　佐藤欣子『取引の社会（第５版）』66 ～ 69 頁（中公新書、1989）
（12） 　川出敏裕「司法取引の当否－刑事法の視点から」公正取引 617 号 21 頁（2002）
























































（17） 　特別部会・第 10 回（2012 年５月 24 日）大久保恵美子発言（同議事録 37 頁）
（18） 　大久保・前掲注（17）37 頁
























（19） 　特別部会・第５回（2011 年 11 月 29 日）假谷実発言（同議事録 34 頁～ 36 頁）假谷
氏はオウム真理教がかかわった事件において、実父を亡くされている。
（20） 　特別部会・第 10 回（2012 年５月 24 日）大久保恵美子発言（同議事録 37 頁）、特別






















運動が活発になり、1973 年から 1983 年にかけて飛躍的に発展を遂げた（24）。
これに応える形で連邦議会は 1982 年に被害者及び証人保護法（Victim and 
Witness Protection Act of 1982、以下 VWPA)を制定した（25）。VWPAは検察官に
重大犯罪の被害者から被害の申立てのあった連邦刑事事件の処理について
（22） 　小坂井久発言・前掲注（20）19 ～ 20 頁等
（23） 　リードほか・前掲注（７）206 頁
（24） 　椎橋隆幸「アメリカ合衆国の刑事手続における被害者の役割」刑法雑誌 29 巻２号 67
～ 68 頁（1988 年）

















（25） 　Douglas J.Kepple, The Victim and Witness Protection Act of 1982: Retroactive Application for 
Continuing Crimes, 58 FORDHAM.L.REV.87,87(1989)、日本における VWPAの先行研究と
して、中野目義則「アメリカ合衆国における刑事手続での被害者の役割、被害者の刑
事手続への参加―1982 年の被害者及び証人の保護に関する法律の研究を中心に―」法








VWPAの規定を遵守するよう義務付けることができると解される。See, Abraham S. 
Goldstein, The Victim and Prosecutorial Discretion: The Federal Victim and Witness Protection 
Act of 1982, Law and Contemporary Problems, Vol 47, No 4, Discretion in Law Enforcement, 
225,232-233. (1984)

























されており、2011 年版のガイドライン（Attorney General Guideline For Victim 
（29） 　Jefri Wood, The Crime Victims' Rights Act of 2004 and Federal Courts, Federal Judicial 
Center,1,(2008)
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（30） 　18 U.S.C. § 3771(a)(4)
（31） 　18 U.S.C. § 3771(a)(5)
（32） 　Attorney General Guidelines For Victim and Witness Assistance, 2011ed. art.Ⅴ (A)
（33） 　Id. at art.V(F)
（34） 　Ibid.


























（38） 　18 U.S.C. § 3771(d)(6)


























ら 50 の州の制定法を調べた結果、33 の州において司法取引への関与を被害
者に認めた規定を発見することができた（47）。これらの規定は以下の４つの類
（43） 　Ibid.
（44） 　18 U.S.C. § 3771(c)(1), 18 U.S.C. § 3771(c)(2)
（45） 　18 U.S.C. § 3771(d)(6)










州名 ①検察 ②裁判所 ③通知 ④不受理 条文
アラバマ ○ ○ × ○ AL Code § 15-23-71
アラスカ ○ × × × AK Stat § 12.61.015
アリゾナ ○ ○ ○ ○ AZ Rev Stat § 13-4419AZ Rev Stat § 13-4423
コロラド × ○ × × Colo Rev Stat § 24-4.1-302.5
コネチカット ○ ○ × × CT Gen Stat § 54-85g
デラウェア ○ × × × 11 DE Code § 9405
フロリダ ○ × × × FL Stat § 960.001
ジョージア ○ × × × O.C.G.A.17-17-11
イリノイ ○ × × × 725ILCS 120/4.5
ケンタッキー ○ × × × KRS 421.500
ルイジアナ ○ × × × LA Rev Stat § 46:1844
メイン ○ ○ × ○ 15ME Rev Stat § 610117-A ME Rev Stat § 1173
（47） 　各州の裁判所や司法省のウェブサイト上のデータベースを参考にして該当の条文を
探した後、Washington D.C. : U.S.Dept. of Justice, Office of Justice Programs, Office for 
Victim of Crime, Victim Input Into Plea Agreements, 7OVC LEGAL SERIES (2002)に記載の内
容と照合を行った。
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メリーランド ○ × ○ × MD Crim Pro Code § 11-104
ミネソタ × ○ × × Minn Code 611A.03
ミシシッピー ○ ○ ○ ○ MS Code  § 99-43-27
ミズーリ ○ ○ × × MO Rev Stat § 595.209
モンタナ ○ × × × MT Code  § 46-24-104
ネブラスカ ○ × × × NE Code § 29-120
ニューハンプシャー ○ × × × NH Rev Stat § 21-M:8-k
ニュージャージー ○ × × × NJ Rev Stat § 52:4B-36
ニューヨーク × ○ × × NY Exec L § 647
ノースカロライナ ○ × × × NC Gen Stat § 15A-832）
オハイオ ○ × × × Ohio Rev Code § 2930.06
オレゴン ○ ○ × ○ OR Rev Stat § 147.512)
ロードアイランド × ○ × × RI Gen L § 12-28-4.1
サウスカロライナ ○ ○ × × SC Code  § 16-3-1515
サウスダコタ ○ × × × SD Codified L § 23A-28C-1
テネシー ○ × × ○ Tennessee Code § 40-38-193
ヴァーモント ○ ○ × ○ 13V.S.A. § 5321
ヴァージニア ○ × × ○ VA Code  § 19.2-11.01
ワシントン ○ × × × WA Rev Code § 9.94A.421
ウェストヴァージニア ○ × × × WV Code § 61-11A-6



























（48） 　AZ Rev Stat § 13-4419, WI Stat § 971.095
（49） 　Washington D.C., supra note 47, at 1.
（50） 　Id. at 2.



























See, Robert C. Davis, et al, Expanding the Victim's Role in the Criminal Court Dispositional 
Process: The Result of an Experiment, THE JOURNAL OF CRIMINAL LAW AND CRIMINOLOGY, 



























（53） 　MD Crim Pro Code § 11-104
（54） 　MS Code  § 99-43-27


























（55） 　AZ Rev Stat § 13-4423





























（58） 　WI Stat § 971.095























実務において利益がないと考えられているようである。See, Michael M. O'Hear, Plea 
Bargaining And Victims: From Consultation to Guidelines, 91 MARQ.L.REV, 323,324(2007)
（60） 　Erin C Blondel, Victim's Rights in Adversary system, 58 DUKE.L.J,237,241(2008)



























春彦「司法取引を考える（３）」判例時報 1586 号 26 頁、井上正仁「刑事裁判に対する
提言」司法研修所論集 85 号 103 ～ 105 頁（1991）参照。
（65） 　Blondel, supra note 60, at 243.
（66） 　Id. at 244.
（67） 　Id. at 245.






















（68） 　Id. at 261.




良いとされることがある。（See, Blondel, supra note 60, at 263.）これはこの種の圧力へ
の配慮であると思われる。




















































































（82） 　宇川・前掲注（74）73 ～ 74 頁
（83） 　例えば、量刑ガイドラインの硬直性を緩和するために司法取引が利用され、裁判官
もこれを黙認するケースが指摘されている。宇川・前掲注（64）24 ～ 25 頁



















































































（84） 　Blondel, supra note 60,at 261
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ことを考えるうえでのサンプルを 50にものぼる多くの数で抽出することがで
きるわけで、我が国における制度運用上の大きな示唆を得ることができると
思われる。今後も国内立法状況の追跡や、米国における運用の詳細な実務に
ついての研究を継続していく。
　また、これまで見てきたように、被害者は刑事手続における当事者と同等
の地位は認められていない。それでは一体、被害者の地位とはどのようなも
のであろうか。これについての積極的な意義付けも残された課題のうちの一
つである。
